
担

当

課

（

室

）

目

次

発

行

岡

山

県

○

耕

地

課

県

営

土

地

改

良

事

業

計

画

の

縦

覧

○

土

地

改

良

事

業

換

地

処

分

の

届

出

（

市

町

村

）

〃

担

当

課

（

室

）

目

次

【

規

則

】

○

岡

山

県

職

員

の

退

職

手

当

に

関

す

る

条

例

施

行

人

事

課

規

則

の

一

部

を

改

正

す

る

規

則（

県

例

規

集

登

載

）

【

告

示

】

○

岡

山

県

補

助

金

等

交

付

規

則

の

規

定

に

よ

る

補

林

政

課

助

金

等

の

名

称

等

の

制

定

の

一

部

改

正

（

県

例

規

集

登

載

）

○

情

報

通

信

サ

ー

ビ

ス

の

調

達

契

約

に

係

る

競

争

情

報

政

策

課

入

札

の

参

加

資

格

、

資

格

審

査

の

申

請

手

続

等

○

食

品

衛

生

管

理

者

及

び

食

品

衛

生

監

視

員

の

養

生

活

衛

生

課

成

施

設

の

登

録

○

指

定

居

宅

サ

ー

ビ

ス

の

事

業

の

廃

止

長

寿

社

会

課

○

境

界

地

の

道

路

の

管

理

道

路

整

備

課

○

海

岸

保

全

区

域

の

指

定

港

湾

課

○

港

湾

隣

接

地

域

の

指

定

〃

○

物

品

の

売

買

、

修

理

等

の

調

達

契

約

に

係

る

競

用

度

課

争

入

札

の

参

加

資

格

、

資

格

審

査

の

申

請

手

続

等

○

役

務

の

提

供

の

調

達

契

約

に

係

る

競

争

入

札

の

〃

参

加

資

格

、

資

格

審

査

の

申

請

手

続

等

【

公

告

】

岡

山

県

公

報
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◎
岡
山
県
規
則
第
三
号

岡
山
県
職
員
の
退
職
手
当
に
関
す
る
条
例
施
行
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
規
則
を
次
の
よ
う
に
定
め
る
。

平
成
二
十
九
年
一
月
三
十
一
日

岡

山

県

知

事

伊

原

木

隆

太

岡
山
県
職
員
の
退
職
手
当
に
関
す
る
条
例
施
行
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
規
則

岡
山
県
職
員
の
退
職
手
当
に
関
す
る
条
例
施
行
規
則
（
昭
和
二
十
九
年
岡
山
県
規
則
第
二
十
四
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

第
三
条
中
「
に
規
定
す
る
規
則
」
を
「
の
規
則
」
に
改
め
、
同
条
第
一
号
中
「
又
は
」
を
「
若
し
く
は
」
に

「
の
あ
つ
た
休
職
月
等
（
」
を
「
又
は
同
法
第
二
十
六
条
の
五
第
一
項
に
規
定
す
る
自
己
啓
発
等
休

、

業
（
職
員
の
自
己
啓
発
等
休
業
に
関
す
る
条
例
（
平
成
十
九
年
岡
山
県
条
例
第
五
十
一
号
）
第
十
一
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
り
読
み
替
え
て
適
用
す
る
条
例
第
七
条
第
四
項
の
人
事
委
員
会
が
別
に
定
め
る
要
件
に
該

当
す
る
場
合
を
除
く

）
若
し
く
は
同
法
第
二
十
六
条
の
六
第
一
項
に
規
定
す
る
配
偶
者
同
行
休
業
に
よ
り
現
実
に
職
務
を
と
る
こ
と
を
要
し
な
い
期
間
の
あ
つ
た
休
職
月
等
（
」
に
改
め
る
。

。

第
十
四
条
中
「
第
三
十
四
条
第
一
項
」
を
「
第
三
十
四
条
（
第
四
項
を
除
く

」
に
改
め
る
。

。
）

第
十
六
条
第
一
項
中
「
同
項
第
一
号
ロ
」
を
「
同
号
ロ
」
に

「
、
就
業
促
進
定
着
手
当
」
を
「
、
同
号
ロ
に
該
当
す
る
者
に
係
る
就
業
促
進
手
当
（
就
業
促
進
定
着
手
当
に
限
る

」
に

「
に
係
る
場
合
に
あ

、

。
）

、

つ
て
は
広
域
求
職
活
動
費
に
相
当
す
る
退
職
手
当
支
給
申
請
書
（
様
式
第
十
九
号

」
を
「
の
う
ち
法
第
五
十
九
条
第
一
項
第
一
号
に
該
当
す
る
行
為
を
す
る
者
に
係
る
求
職
活
動
支
援
費
に
相
当
す
る
退
職
手
当
に

）

あ
つ
て
は
求
職
活
動
支
援
費
（
広
域
求
職
活
動
費
）
に
相
当
す
る
退
職
手
当
支
給
申
請
書
（
様
式
第
十
九
号
）
に
、
同
項
第
二
号
に
該
当
す
る
行
為
を
す
る
者
に
係
る
求
職
活
動
支
援
費
に
相
当
す
る
退
職
手
当
に
あ

つ
て
は
求
職
活
動
支
援
費
（
短
期
訓
練
受
講
費
）
に
相
当
す
る
退
職
手
当
支
給
申
請
書
（
様
式
第
十
九
号
の
二
）
に
、
同
項
第
三
号
に
該
当
す
る
行
為
を
す
る
者
に
係
る
求
職
活
動
支
援
費
に
相
当
す
る
退
職
手
当
に

あ
つ
て
は
求
職
活
動
支
援
費
（
求
職
活
動
関
係
役
務
利
用
費
）
に
相
当
す
る
退
職
手
当
支
給
申
請
書
（
様
式
第
十
九
号
の
三

」
に
改
め

「
そ
れ
ぞ
れ
受
給
資
格
者
証
」
の
下
に
「
、
高
年
齢
受
給
資
格
者
証
」
を

）

、

加
え
、
同
条
第
二
項
中
「
又
は
」
を
「
、
高
年
齢
受
給
資
格
者
証
又
は
」
に
改
め
る
。

「

種
類

１
職
業
能
力

２
雇
用
保
険

３
障
害
者
の

４
高
年
齢
者
等

５
沖
縄
振
興

(
1
)

開
発
促
進
法

法
昭
和

雇
用
の
促
進

の
雇
用
の
安
定

特
別
措
置
法

（

4
9

昭
和
年
法

年
法
律
第

等
に
関
す
る

等
に
関
す
る
法

平
成

年

（

44
1
1

（

1
4

64

）

6

）

63

（

3

（

4
6

1
4

律
第
号
第

号
第
条

法
律
昭
和

律
昭
和

年
法
律
第

様
式
第
十
一
号
中

を

1
5

5
1

6
8

）

）

8
1

条
の
７
第

第
１
項
第
３

年
法
律
第

法
律
第

号
号

第
条

３
項
の
公
共

号
の
講
習
及

号
第

第
条
第
１
項

の
職
業
訓
練

2
3

）

1
3

2
3

職
業
能
力
開

び
訓
練

条
第
１
項
の

の
計
画
に
準
拠

発
施
設
の
行

適
応
訓
練

し
た
同
項
第
３
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う
職
業
訓
練

号
の
訓
練

」

「

種
類

１
職
業
能
力

２
雇
用
保

３
障
害
者
の

４
高
年
齢
者
等

５
雇
用
保
険
法

(
1
)

開
発
促
進
法

険
法

昭
雇
用
の
促
進

の
雇
用
の
安
定

第
６
条
第
５
号

（

昭
和

年
和

年
法

等
に
関
す
る

等
に
関
す
る
法

に
規
定
す
る
船

（
4
4

4
9

法
律
第

律
第

法
律

昭
和

律
昭
和

年
員
の
職
業
能
力

6
4

1
1
6

（

（

4
6

号
第

条
号

第
年
法
律
第

法
律
第

号
の
開
発
及
び
向

）

1
5

）

6
3

3
5

6
8

）

1
2
3

）

2
5

に
改
め
る
。

の
７
第
３
項

条
第
１
項

号
第

第
条
第
１
項

上
に
資
す
る
訓

の
公
共
職
業

第
３
号
の

条
第
１
項

の
計
画
に
準
拠

練
又
は
講
習
と

1
3

能
力
開
発
施

講
習
及
び

の
適
応
訓
練

し
た
同
項
第
３

し
て
厚
生
労
働

設
の
行
う
職

訓
練

号
の
訓
練

大
臣
が
定
め
る

業
訓
練

も
の

」

「

（

2
2

49

）

（

2
2

5
0

⑵
労
働
基
準
法

昭
和

年
法
律
第

号
に
よ
る
休
業
補
償
又
は
労
働
者
災
害
補
償
保
険
法

昭
和

年
法
律
第

号
に
よ
る
休
業
補
償
給
付
若
し
く
は
休
業
給
付

）

様
式
第
十
三
号

中
「(

7
)

」
を
「(

7
)

(
8
)

」
に
改
め
、
同
様
式

３
中

を

（表）

（裏）

（

42
121

）

（

26
191

）

⑶
地
方
公
務
員
災
害
補
償
法
昭
和
年
法
律
第

号
又
は
国
家
公
務
員
災
害
補
償
法
昭
和
年
法
律
第

号

」

に
よ
る
休
業
補
償
そ
の
他
法
令
に
よ
り
岡
山
県
職
員
等
に
対
し
て
支
給
さ
れ
る
こ
れ
に
相
当
す
る
給
付

「

（

2
2

4
9

）

（

2
2

5
0

⑵
労
働
基
準
法

昭
和

年
法
律
第

号
に
よ
る
休
業
補
償
又
は
労
働
者
災
害
補
償
保
険
法

昭
和

年
法
律
第

号
に
よ
る
休
業
補
償
給
付
若
し
く
は
休
業
給
付

）

（

2
2

10
0

）

に

「

」
を
「

」
に

「

」
を
「

」
に

「

」
を
「

」
に

「

」
を

⑶
船
員
法

昭
和

年
法
律
第

号
に
よ
る
傷
病
手
当

⑷
⑸

⑸
⑹

⑹
⑺

⑺

、

、

、

、

（

42
121

）

（

26
191

）

⑷
地
方
公
務
員
災
害
補
償
法
昭
和
年
法
律
第

号
又
は
国
家
公
務
員
災
害
補
償
法
昭
和
年
法
律
第

号
」

に
よ
る
休
業
補
償
そ
の
他
法
令
に
よ
り
岡
山
県
職
員
等
に
対
し
て
支
給
さ
れ
る
こ
れ
に
相
当
す
る
給
付
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「

」
に
改
め
る
。

⑻

様
式
第
十
七
号

中
「

」
及
び
「

」
を
削
る
。

（

）

提
出
期
限

な
お

期
間
経
過
後
に
提
出
し
た
場
合
は

特
別
の
事
情
が
あ
る
と
認
め
ら
れ
な
い
限
り
受
理
さ
れ
な
い

（裏）

，
，

。

様
式
第
十
七
号
の
二

中
「

」
の
次
に
「

」
を
加
え

「

」
を
削

再
就
職
手
当

に
相
当
す
る
退
職
手
当

な
お

期
間
経
過
後
に
提
出
し
た
場
合
は

特
別
の
事
情
が
あ
る
と
認
め
ら
れ
な
い
限
り
受
理
さ
れ
な
い

、

（裏）

，
，

。
る
。様

式
第
十
七
号
の
三

中
「

」
及
び
「

」
を
削
り

「

」
の
次
に
「

（

）

、

提
出
期
限

な
お

期
間
経
過
後
に
提
出
し
た
場
合
は

特
別
の
事
情
が
あ
る
と
認
め
ら
れ
な
い
限
り
受
理
さ
れ
な
い

受
給
資
格
者
証

（裏）

，
，

。
，

，

」
を
加
え
る
。

高
年
齢
受
給
資
格
者
証

様
式
第
十
八
号

中
「

」
を

１
こ
の
申
請
書
に
は

受
給
資
格
者
証
又
は
特
例
受
給
資
格
者
証
を
添
え
て
提
出
す
る
こ
と

（裏）

，
。

１
こ
の
申
請
書
は

移
転
の
日
の
翌
日
か
ら
起
算
し
て
１
箇
月
以
内
に

申
請
者
が
退
職
当
時
所
属
し
て
い
た
任
命
権
者

「

，
，

に
、
「

」
を
「

」
に
、
「

」
を
「

」
に
、
「

」
を
「

」
に
、
「

」
を

に
提
出
す
る
こ
と

２
３

３
４

４
５

５
。

」

２
こ
の
申
請
書
に
は

受
給
資
格
者
証

高
年
齢
受
給
資
格
者
証
又
は
特
例
受
給
資
格
者
証
を
添
え
て
提
出
す
る
こ
と

，
，

。

「

」
に

「

」
を
「

」
に

「

」
を
「

」
に
改
め
る
。

６
よ

て
よ
つ
て

６
７

、

、

っ

広
域
求
職
活
動
費
に
相
当
す
る
退
職
手
当
支
給
申
請
書

求
職
活
動
支
援
費

広
域
求
職
活
動
費

に
相
当
す
る
退
職
手
当
支
給
申
請
書

「

「

（

）

と
お
り

様
式
第
十
九
号
中

を

に
、
「

」

」

広
域
求
職
活
動
費

と
お
り
求
職
活
動
支
援
費

広
域
求
職
活
動
費

広
域
求
職
活
動
の
指
示
を
受
け
た

公
共
職
業
安
定
所
の
指
示
に
よ
る
広
域
求
職
活
動
を
終
了
し
た

広
域
求
職
活

」
を
「

（

」
に

「

」
を
「

」
に

「

）

、

、

」
を
「

」
に
改
め
、
同
様
式
の
次
に
次
の
二
様
式
を
加
え
る
。

動
を
指
示
し
た

申
請
者
が
退
職
当
時
所
属
し
て
い
た
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（第16条関係）様式第19号の２

（表）

求職活動支援費（短期訓練受講費）に相当する退職手当支給申請書

申 氏 名 性別 男・女 受給資格者証番号

請

者 住所又は居所

教育訓練施設 講座名 受講開始 受講修了 当該講座に関連する公 受講費（入学

の名称 年月日 年月日 的資格 料を含む ）。

資格名

講

座

分類

（１～９） 円

裏面参照

岡山県職員の退職手当に関する条例施行規則（昭和29年岡山県規則第24号）第16条第１項の規定

， （ ） 。により 上記のとおり求職活動支援費 短期訓練受講費 に相当する退職手当の支給を申請します

年 月 日

申請者氏名 ㊞

任命権者 殿

支給決定年月日 年 月 日

※ 計 算 欄 支給額

処

理

欄

円

備

考
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（裏）

注 意 事 項

１ この申請書は，教育訓練を行う者（以下「教育訓練実施者」という ）の発行する短期訓練受。

講費の支給に係る教育訓練を修了したことを証明することができる書類（以下「教育訓練修了証

明書」という ）に記載された受講修了日の翌日から起算して１箇月以内に，受給資格者証，高。

年齢受給資格者証又は特例受給資格者証に２の確認書類を添付して，申請者が退職当時所属して

いた任命権者に提出すること。

２ この申請書に添付すべき確認書類は，次のとおりであるが，これらの確認書類とこの申請書の

内容が異なる場合は 支給決定を行うことができないため 教育訓練実施者から(1) (2)及び(3)， ， ，

の交付があつた際には，その内容をよく確認し，事実と異なる場合は，教育訓練実施者に対して

修正を依頼すること。

(1) 教育訓練実施者の発行する教育訓練修了証明書

(2) 教育訓練実施者の発行する教育訓練経費に係る「領収書」

教育訓練経費の支払をクレジット会社を介したクレジット契約により行う場合は教育訓練実

施者の発行する「クレジット契約証明書 （必要事項を教育訓練実施者が付記したクレジット」

伝票でもよい ）を，教育訓練実施者に対する分割払等をするために「領収書」等が複数にな。

る場合はその全てを提出すること。

(3) 教育訓練実施者の発行する「返還金明細書 （ 領収書」又は「クレジット契約証明書」が発」「

行された後に，受講料の値引き等により，教育訓練経費の一部が教育訓練実施者から申請者に

対して還付される場合に必要となる ）。

３ この申請書の記載について

(1) 当該講座に関連する公的資格の欄の分類については，次の区分に該当するものを記載するこ

と。

１ 輸送・機械運転関係 ４ 情報関係 ７ 技術関係

２ 医療・社会福祉・保健衛生関係 ５ 事務関係 ８ 製造関係

３ 専門的サービス関係 ６ 営業・販売・サービス関係 ９ その他

(2) 受講費（入学料を含む ）の欄の額は，教育訓練修了証明書及び教育訓練実施者の発行する。

教育訓練経費に係る「領収書」又は「クレジット契約証明書」に記載された額と同一の額にな

つていることを確認すること。

なお，教育訓練経費の一部が教育訓練実施者から申請者に対して還付される場合における受

講費の額は 「返還金明細書」に記載された額を差し引いた額と同一の額になつていることを，

確認すること。

(3) ※印欄には，記載しないこと。
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（第16条関係）様式第19号の３

（表）

求職活動支援費（求職活動関係役務利用費）に相当する退職手当支給申請書

申 氏 名 性別 男・女 受給資格者証番号

請

者 住所又は居所

項 利用理由 事業者名 利用 利用 サービス名 利用期間内 利用期間内 費用（自

番 日 日数 の求職活動 の求職活動 己 負 担

実施日 実施日数 分）

１ 面接等のため保 ①

育 日 ※裏面参照 日 円２ 訓練のため

等

１ 面接等のためサ ②

日 ※裏面参照 日 円２ 訓練のためー

ビ

１ 面接等のためス ③

日 ※裏面参照 日 円２ 訓練のため

１ 面接等のため④

日 ※裏面参照 日 円２ 訓練のため

岡山県職員の退職手当に関する条例施行規則（昭和29年岡山県規則第24号）第16条第１項の規定によ

， （ ） 。り 上記のとおり求職活動支援費 求職活動関係役務利用費 に相当する退職手当の支給を申請します

年 月 日

申請者氏名 ㊞

任命権者 殿

支給決定年月日 年 月 日

項番 計 算 欄 支給額

※

① 円

処

② 円

理

③ 円

欄

④ 円

合計 円

備

考
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（裏）

注 意 事 項

１ この申請書は，失業の認定を受けようとする期間（前回の失業の認定日から今回の認定日の前日ま

での期間。認定対象期間＝支給対象期間（求職活動関係役務利用費 ）中に，求人者との面接等又は）

求職活動関係役務利用費対象訓練の受講をするために保育等サービスを利用した場合，その失業の認

定を受ける日（認定日＝確認日（求職活動関係役務利用費 ）に，受給資格者証，高年齢受給資格者）

証又は特例受給資格者証に２の確認書類を添付して，申請者が退職当時所属していた任命権者に提出

すること。

ただし，高年齢受給資格者又は特例受給資格者が申請する場合にあつては，当該申請に係る保育等

サービスを利用した日の翌日から起算して４箇月以内に行うこと。

２ この申請書に添付すべき確認書類は，次のとおりであるが，これらの確認書類とこの申請書の内容

が異なる場合は，支給決定を行うことができないため，保育等サービス事業者から(1)，(2)及び(3)

の交付があつた際には，その内容をよく確認し，事実と異なる場合は，保育等サービス事業者に対し

て修正を依頼すること。

(1) 保育等サービス事業者の発行する保育等サービス費用に係る「領収書」又は「契約書」

保育等サービス費用の支払をクレジット会社を介したクレジット契約により行う場合は保育等サ

ービス事業者の発行する「クレジット契約証明書 （必要事項を保育等サービス事業者が付記した」

クレジット伝票でもよい ）を，保育等サービス事業者に対する分割払等をするために「領収書」。

等が複数になる場合はその全てを提出すること。

(2) 事業主の証明を受けた「面接証明書」又は求職活動関係役務利用費対象訓練を実施する者の発行

する求職活動関係役務利用費対象訓練を受講したことを証明することができる「教育訓練修了証明

書」等の書類

(3) 保育等サービス費用について，求人者，地方公共団体その他の者から補助を受けた場合は，その

額を証明する書類

３ この申請書の記載について

(1) 利用日の欄及び利用日数の欄については，利用する保育等サービスの全ての利用日及び利用日数

を記載すること。ただし，求職活動のために利用するものでない保育等サービスについては，記載

しないこと。

(2) 利用期間内の求職活動実施日の欄及び利用期間内の求職活動実施日数の欄については，利用日の

欄及び利用日数の欄に記載した利用日及び利用日数のうち支給対象期間中に求職活動を実施した日

及び日数を記載すること。

(3) サービス名の欄については，次の区分に該当する番号を記載すること。

01 認可保育所で行う保育 06 居宅訪問型保育 11 延長保育事業

02 認可幼稚園で行う保育 07 事業所内保育 12 病児保育事業

03 認定こども園で行う保育 08 一時預かり事業 13 放課後児童クラブ

04 小規模保育 09 子育て短期事業 14 その他の保育等サービス

05 家庭的保育 10 子育て援助活動支援事業 （認可外保育施設が行う保育等）

（ﾌｧﾐﾘｰ･ｻﾎﾟｰﾄ･ｾﾝﾀｰ事業）

(4) 費用 自己負担分 の欄の額は 保育等サービス事業者の発行する保育等サービス費用に係る 領（ ） ， 「

収書」又は「クレジット契約証明書」の額と同一の額になつていることを確認すること。

(5) ※印欄には，記載しないこと。
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附

則

（
施
行
期
日
）

１

こ
の
規
則
は
、
公
布
の
日
か
ら
施
行
す
る
。

（
経
過
措
置
）

２

こ
の
規
則
に
よ
る
改
正
前
の
岡
山
県
職
員
の
退
職
手
当
に
関
す
る
条
例
施
行
規
則
に
定
め
る
様
式
に
よ
る
用
紙
は
、
当
分
の
間
、
所
要
の
調
整
を
し
て
使
用
す
る
こ
と
が
で
き
る
。
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◎
岡
山
県
告
示
第
五
十
一
号

昭
和
四
十
一
年
岡
山
県
告
示
第
五
百
十
三
号
（
岡
山
県
補
助
金
等
交
付
規
則
の
規
定
に
よ
る
補
助
金

等
の
名
称
等
の
制
定
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
し
、
平
成
二
十
八
年
度
分
の
補
助
金
か
ら
適
用
す

る
。

平
成
二
十
九
年
一
月
三
十
一
日

岡
山
県
知
事

伊

原

木

隆

太

表
農
林
水
産
部
の
部
県
産
材
需
要
拡
大
総
合
対
策
事
業
費
補
助
金
の
項
の
次
に
次
の
よ
う
に
加
え

る
。

県
産
材
を
使
っ

住
宅
建
築
に
お

一
般
社

県
産
材
を
使
っ
た
快

定
額

た
快
適
木
の
家

け
る
県
産
材
の

団
法
人

適
木
の
家
づ
く
り
サ

づ
く
り
サ
プ
ラ

利
用
の
促
進
及

岡
山
県

プ
ラ
イ
チ
ェ
ー
ン
の

イ
チ
ェ
ー
ン
の

び
需
要
の
拡
大

木
材
組

活
動
支
援
事
業

活
動
支
援
事
業

合
連
合

費
補
助
金

会
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◎
岡
山
県
告
示
第
五
十
二
号

平
成
二
十
九
年
度
に
お
い
て
県
が
発
注
す
る
情
報
通
信
サ
ー
ビ
ス
の
提
供
の
調
達
契
約
で
あ
っ
て
地

方
公
共
団
体
の
物
品
等
又
は
特
定
役
務
の
調
達
手
続
の
特
例
を
定
め
る
政
令
（
平
成
七
年
政
令
第
三
百

七
十
二
号
）
の
規
定
が
適
用
さ
れ
る
も
の
に
係
る
一
般
競
争
入
札
又
は
指
名
競
争
入
札
（
以
下
「
競
争

入
札
」
と
い
う

）
に
参
加
す
る
者
に
必
要
な
資
格
、
資
格
審
査
の
申
請
手
続
等
を
次
の
と
お
り
定
め

。

た
。な

お
、
岡
山
県
役
務
の
提
供
の
契
約
に
係
る
入
札
参
加
資
格
審
査
要
領
（
平
成
十
九
年
岡
山
県
告
示

第
三
百
三
十
二
号
。
以
下
「
入
札
参
加
資
格
審
査
要
領
」
と
い
う

）
に
基
づ
く
情
報
通
信
サ
ー
ビ
ス

。

に
係
る
入
札
参
加
資
格
の
格
付
区
分
の
う
ち
Ａ
級
を
有
し
て
い
る
者
は
、
こ
の
告
示
に
よ
る
競
争
入
札

に
参
加
す
る
者
に
必
要
な
資
格
を
有
し
て
い
る
も
の
と
み
な
す
。

平
成
二
十
九
年
一
月
三
十
一
日

岡
山
県
知
事

伊

原

木

隆

太

一

調
達
す
る
物
品
等
又
は
特
定
役
務
の
種
類

情
報
通
信
サ
ー
ビ
ス

二

資
格
審
査

１

資
格
審
査
の
事
項

イ

申
請
時
の
直
前
の
事
業
年
度
に
お
け
る
売
上
高

ロ

申
請
時
の
直
前
の
事
業
年
度
の
決
算
（
以
下
「
直
前
決
算
」
と
い
う

）
に
お
け
る
自
己
資

。

本
額

ハ

直
前
決
算
に
お
け
る
流
動
比
率

ニ

申
請
時
に
お
け
る
従
業
員
数

ホ

申
請
時
ま
で
の
営
業
年
数

へ

男
女
共
同
参
画
の
推
進
状
況

ト

障
害
者
雇
用
の
状
況

チ

環
境
基
準
等
の
達
成
状
況

リ

申
請
時
の
事
業
者
認
定
等
制
度
に
お
け
る
認
定
等
の
種
類

ヌ

申
請
時
の
経
済
産
業
省
認
定
情
報
処
理
技
術
者
数

２

競
争
入
札
に
参
加
す
る
者
に
必
要
な
資
格

、

、

競
争
入
札
に
参
加
す
る
こ
と
が
で
き
る
者
は

１
に
掲
げ
る
事
項
に
つ
い
て
の
審
査
に
基
づ
き

別
に
定
め
る
そ
れ
ぞ
れ
の
点
数
を
合
計
し
て
得
ら
れ
た
総
合
点
数
が
八
十
点
以
上
で
あ
る
者
と
す
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る
。

３

資
格
審
査
の
結
果
の
通
知

１
及
び
２
に
よ
る
審
査
の
結
果
は
、
申
請
者
に
文
書
で
通
知
す
る
。

三

資
格
審
査
を
受
け
る
こ
と
が
で
き
な
い
者

次
に
掲
げ
る
者
は
、
資
格
審
査
を
受
け
る
こ
と
が
で
き
な
い
。
た
だ
し
、
１
に
掲
げ
る
者
で
知
事

が
特
別
の
理
由
が
あ
る
と
認
め
る
も
の
は
、
こ
の
限
り
で
は
な
い
。

１

地
方
自
治
法
施
行
令
（
昭
和
二
十
二
年
政
令
第
十
六
号
）
第
百
六
十
七
条
の
四
第
一
項
に
規
定

す
る
者

２

岡
山
県
税
、
市
町
村
税
（
岡
山
県
内
の
市
町
村
長
が
課
し
た
も
の
に
限
る

）
又
は
消
費
税
及

。

び
地
方
消
費
税
を
滞
納
し
て
い
る
者

３

営
業
に
関
し
免
許
、
許
可
、
認
可
、
資
格
等
（
以
下
「
許
認
可
等
」
と
い
う

）
を
受
け
、
又

。

は
届
出
等
を
行
わ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
場
合
に
お
い
て
、
当
該
許
認
可
等
を
受
け
て
い
な
い
者
又

は
当
該
届
出
等
を
行
っ
て
い
な
い
者

４

業
務
の
種
類
に
応
じ
知
事
が
必
要
と
認
め
る
資
格
を
有
す
る
者
を
常
時
勤
務
す
る
者
と
し
て
有

し
て
い
な
い
者

５

岡
山
県
暴
力
団
排
除
条
例
（
平
成
二
十
二
年
岡
山
県
条
例
第
五
十
七
号
）
第
二
条
第
三
号
に
規

定
す
る
者

６

５
に
掲
げ
る
者
を
役
員
又
は
支
配
人
と
し
て
い
る
法
人
及
び
当
該
者
を
支
配
人
と
し
て
い
る
個

人
７

過
去
二
年
以
内
に
お
い
て
、
５
又
は
６
に
掲
げ
る
者
に
該
当
す
る
に
至
っ
た
こ
と
に
よ
り
、
入

札
参
加
資
格
の
取
消
し
を
受
け
た
者

四

資
格
審
査
の
申
請
手
続

１

提
出
書
類
（
官
公
署
の
証
明
に
係
る
書
類
は
、
作
成
後
三
箇
月
以
内
の
も
の
に
限
る

）
。

イ

申
請
書

ロ

法
人
に
あ
っ
て
は
登
記
事
項
証
明
書
、
個
人
に
あ
っ
て
は
本
籍
地
の
市
町
村
長
が
発
行
す
る

身
分
証
明
書
、
法
務
局
長
が
発
行
す
る
登
記
さ
れ
て
い
な
い
こ
と
の
証
明
書
及
び
登
記
事
項
証

明
書
（
支
配
人
を
選
任
し
て
い
る
場
合
に
限
る

）
。

ハ

岡
山
県
県
民
局
長
が
発
行
し
た
県
税
（
延
滞
金
等
を
含
む

）
の
納
税
証
明
書
（
滞
納
が
な

。

い
こ
と
を
証
明
し
て
い
る
も
の
に
限
る

（
県
に
納
税
の
義
務
が
あ
る
者
に
限
る

）

。
）

。

ニ

岡
山
県
内
の
市
町
村
長
が
発
行
し
た
市
町
村
税
（
延
滞
金
等
を
含
む
。
以
下
同
じ

）
の
納

。
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税
証
明
書
（
岡
山
県
内
の
市
町
村
に
納
税
の
義
務
が
あ
る
者
に
限
る

。
た
だ
し
、
岡
山
県

。
）

内
の
営
業
所
の
長
等
に
県
と
の
契
約
の
締
結
等
に
つ
い
て
の
権
限
を
委
任
す
る
場
合
に
あ
っ
て

は
当
該
営
業
所
等
の
所
在
地
の
市
町
村
長
が
発
行
し
た
市
町
村
税
の
納
税
証
明
書
、
委
任
し
な

い
場
合
に
あ
っ
て
は
岡
山
県
内
の
本
店
又
は
主
た
る
営
業
所
等
の
所
在
地
の
市
町
村
長
が
発
行

し
た
市
町
村
税
の
納
税
証
明
書

ホ

税
務
署
長
が
発
行
し
た
消
費
税
及
び
地
方
消
費
税
に
係
る
未
納
税
額
が
な
い
こ
と
の
証
明
書

ヘ

直
前
決
算
を
明
ら
か
に
す
る
書
類
（
法
人
に
あ
っ
て
は
貸
借
対
照
表
及
び
損
益
計
算
書
、
個

人
に
あ
っ
て
は
損
益
計
算
書
及
び
資
産
負
債
調

（
営
業
年
数
が
一
年
未
満
で
あ
る
こ
と
等
に

）

よ
り
当
該
書
類
を
提
出
す
る
こ
と
が
で
き
な
い
場
合
は
、
直
前
三
箇
月
以
内
に
お
け
る
営
業
の

事
実
を
証
す
る
書
類
）

ト

印
鑑
登
録
証
明
書

チ

法
人
に
あ
っ
て
は
役
員
及
び
支
配
人
の
名
簿
、
個
人
に
あ
っ
て
は
支
配
人
の
名
簿
（
支
配
人

を
選
任
し
て
い
る
場
合
に
限
る

）
。

リ

営
業
に
関
し
許
認
可
等
を
受
け
、
又
は
届
出
等
を
行
わ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
場
合
に
は
、
当

該
許
認
可
等
を
受
け
て
い
る
こ
と
又
は
当
該
届
出
等
を
行
っ
て
い
る
こ
と
を
証
す
る
書
類

ヌ

契
約
の
締
結
等
に
つ
い
て
の
権
限
を
営
業
所
の
長
等
に
委
任
す
る
場
合
に
は
、
委
任
状

ル

そ
の
他
知
事
が
必
要
と
認
め
る
書
類

２

提
出
書
類
の
作
成
に
用
い
る
言
語

申
請
書
、
直
前
決
算
を
明
ら
か
に
す
る
書
類
及
び
委
任
状
は
、
日
本
語
で
作
成
し
、
そ
の
他
の

、

、

。

提
出
書
類
で
外
国
語
で
記
載
さ
れ
た
も
の
は

日
本
語
の
訳
文
を
付
記
し

又
は
添
付
す
る
こ
と

ま
た
、
外
国
語
で
記
載
さ
れ
た
提
出
書
類
の
金
額
欄
に
つ
い
て
は
、
出
納
官
吏
事
務
規
程
（
昭
和

二
十
二
年
大
蔵
省
令
第
九
十
五
号
）
第
十
六
条
に
規
定
す
る
外
国
貨
幣
換
算
率
に
よ
り
日
本
国
通

貨
に
換
算
し
、
記
載
す
る
こ
と
。

３

提
出
期
間

平
成
二
十
九
年
二
月
一
日
か
ら
同
月
二
十
日
ま
で
（
岡
山
県
の
休
日
を
定
め
る
条
例
（
平
成
元

年
岡
山
県
条
例
第
二
号
）
第
一
条
第
一
項
に
規
定
す
る
休
日
（
以
下
「
県
の
休
日
」
と
い
う

）
。

を
除
く

）
と
す
る
。
な
お
、
そ
の
後
に
お
い
て
も
提
出
は
受
け
付
け
る
が
、
競
争
入
札
に
間
に

。

合
わ
な
い
こ
と
が
あ
る
。
そ
の
場
合
は
、
申
請
者
に
そ
の
旨
を
文
書
で
通
知
す
る
。

４

提
出
場
所

岡
山
市
北
区
内
山
下
二
丁
目
四
番
六
号

岡
山
県
県
民
生
活
部
情
報
政
策
課
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５

提
出
方
法

イ

持
参
の
場
合

３
の
提
出
期
間
中
の
午
前
九
時
か
ら
正
午
ま
で
及
び
午
後
一
時
か
ら
午
後
四
時
ま
で
の
間
に

４
の
提
出
場
所
に
提
出
す
る
こ
と
。

ロ

郵
送
等
の
場
合

書
留
郵
便
又
は
信
書
便
に
よ
り
３
の
提
出
期
間
中
（
必
着
）
に
４
の
提
出
場
所
に
送
付
す
る

こ
と
。

五

申
請
書
の
交
付
期
間
等

１

交
付
期
間

こ
の
告
示
の
日
か
ら
随
時
（
県
の
休
日
を
除
く

）
。

２

交
付
場
所

岡
山
市
北
区
内
山
下
二
丁
目
四
番
六
号

岡
山
県
県
民
生
活
部
情
報
政
策
課

３

交
付
方
法

イ

直
接
交
付
を
受
け
る
場
合

１
の
交
付
期
間
中
の
午
前
九
時
か
ら
正
午
ま
で
及
び
午
後
一
時
か
ら
午
後
五
時
ま
で
の
間
、

２
の
交
付
場
所
に
お
い
て
交
付
す
る
。

ロ

郵
送
に
よ
り
交
付
を
受
け
る
場
合

１
の
交
付
期
間
中
に
２
の
交
付
場
所
宛
て
に
二
百
五
十
円
分
の
切
手
を
貼
っ
た
Ａ
４
サ
イ
ズ

の
書
類
が
入
る
返
信
用
封
筒
を
同
封
し
て
申
し
込
ん
だ
場
合
は
、
郵
送
に
よ
り
交
付
す
る
。

六

資
格
の
有
効
期
間
及
び
当
該
期
間
の
更
新
手
続

１

有
効
期
間

平
成
二
十
九
年
四
月
一
日
か
ら
平
成
三
十
年
三
月
三
十
一
日
ま
で
と
す
る
。
た
だ
し
、
入
札
参

加
資
格
審
査
要
領
に
基
づ
く
情
報
通
信
サ
ー
ビ
ス
に
係
る
入
札
参
加
資
格
を
有
し
て
い
る
者
で
競

争
入
札
に
参
加
す
る
者
に
必
要
な
資
格
を
有
し
て
い
る
と
み
な
さ
れ
た
も
の
に
つ
い
て
は
、
平
成

二
十
九
年
四
月
一
日
か
ら
入
札
参
加
資
格
審
査
要
領
に
基
づ
く
資
格
の
有
効
期
間
の
末
日
ま
で
と

す
る
。

２

有
効
期
間
の
更
新
手
続

有
効
期
間
の
更
新
手
続
に
つ
い
て
は
、
平
成
三
十
年
一
月
中
に
行
う
予
定
の
平
成
三
十
年
度
の

申
請
手
続
等
に
係
る
告
示
に
よ
る
こ
と
。

七

そ
の
他
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１

競
争
入
札
の
公
示

県
公
報
に
よ
り
公
示
す
る
。

２

問
い
合
わ
せ
先

岡
山
市
北
区
内
山
下
二
丁
目
四
番
六
号

岡
山
県
県
民
生
活
部
情
報
政
策
課
（
電
話

〇
八
六

二
二
六

七
二
六
四
）

－
－
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◎
岡
山
県
告
示
第
五
十
三
号

食
品
衛
生
法
（
昭
和
二
十
二
年
法
律
第
二
百
三
十
三
号
）
第
四
十
八
条
第
六
項
第
三
号
及
び
食
品
衛

生
法
施
行
令
（
昭
和
二
十
八
年
政
令
第
二
百
二
十
九
号
）
第
九
条
第
一
項
第
一
号
の
規
定
に
よ
り
、
次

の
と
お
り
食
品
衛
生
管
理
者
及
び
食
品
衛
生
監
視
員
の
養
成
施
設
の
登
録
を
し
た
。

平
成
二
十
九
年
一
月
三
十
一
日

岡
山
県
知
事

伊

原

木

隆

太

一

名
称

川
崎
医
療
福
祉
大
学
医
療
技
術
学
部
臨
床
栄
養
学
科

二

所
在
地

岡
山
県
倉
敷
市
松
島
二
八
八
番
地

三

登
録
年
月
日

平
成
二
十
九
年
一
月
二
十
日
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◎
岡
山
県
告
示
第
五
十
四
号

介
護
保
険
法
（
平
成
九
年
法
律
第
百
二
十
三
号
）
第
七
十
五
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
り
、
次
の
と
お

り
指
定
居
宅
サ
ー
ビ
ス
の
事
業
を
廃
止
す
る
旨
の
届
出
が
あ
っ
た
。

平
成
二
十
九
年
一
月
三
十
一
日

岡
山
県
知
事

伊

原

木

隆

太

一

事
業
所
の
名
称
及
び
所
在
地

１

名
称

訪
問
介
護
事
業
所

ひ
ま
わ
り
備
前
岡
山

２

所
在
地

岡
山
県
備
前
市
穂
浪
九
四
番
地
一
号

二

事
業
者
の
名
称
及
び
主
た
る
事
務
所
の
所
在
地

１

名
称

株
式
会
社
エ
ヌ
・
ビ
ー
・
ラ
ボ

２

所
在
地

神
奈
川
県
横
浜
市
中
区
桜
木
町
一
丁
目
一
〇
一
番
地
一
ク
ロ
ス
ゲ
ー
ト
七
階

三

廃
止
年
月
日

平
成
二
十
九
年
一
月
三
十
一
日

四

介
護
保
険
事
業
所
番
号

三
三
七
一
一
〇
〇
七
〇
六

五

サ
ー
ビ
ス
の
種
類

訪
問
介
護
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◎
岡
山
県
告
示
第
五
十
五
号

道
路
法
（
昭
和
二
十
七
年
法
律
第
百
八
十
号
）
第
十
九
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
、
岡
山
市
と
の
境

界
に
係
る
県
道
の
管
理
に
つ
い
て
、
岡
山
市
と
次
の
と
お
り
協
議
が
成
立
し
た
。

そ
の
関
係
図
面
は
、
岡
山
県
土
木
部
道
路
整
備
課
に
お
い
て
告
示
の
日
か
ら
二
十
日
間
一
般
の
縦
覧

に
供
す
る
。

平
成
二
十
九
年
一
月
三
十
一
日

岡
山
県
知
事

伊

原

木

隆

太

協

議

成

立

路

線

名

区

間

管

理

者

年

月

日

佐
伯
長
船
線

瀬
戸
ト
ン
ネ
ル
（
岡
山
市
内
に
存
す
る
区
間
）

岡
山
県

平
成
二
十
九

年
一
月
十
一

日
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◎
岡
山
県
告
示
第
五
十
六
号

岸
法（

昭
和
三
十
一
年
法
律
第
百
一
号）

第
三
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り

海
岸
保
全
区
域
を
次

海

、

の
と
お
り
指
定
す
る
。

そ
の
関
係
図
面
は

岡
山
県
土
木
部
港
湾
課
及
び
岡
山
県
備
中
県
民
局
建
設
部
井
笠
地
域
工
務
課
に

、

お
い
て
一
般
の
縦
覧
に
供
す
る
。

な
お

平
成
二
十
三
年
岡
山
県
告
示
第
三
百
六
十
八
号（

海
岸
保
全
区
域
の
指
定）

は

廃
止
す
る

、

、

。

平
成
二
十
九
年
一
月
三
十
一
日

岡
山
県
知
事

伊

原

木

隆

太

海
岸

名
区

域

岡
山
県
岡
山
沿
岸

基
点
１
か
ら
基
点
７
ま
で
を
順
次
結
ん
だ
線
，
基
点
７
と
補
助
点
１
を
結

笠
岡
港
海
岸
港
町

ん
だ
線
，
補
助
点
１
か
ら
補
助
点
５
ま
で
を
順
次
結
ん
だ
線
及
び
補
助
点
５

地
区
海
岸
保
全
区

と
基
点
１
を
結
ん
だ
線
に
よ
り
囲
ま
れ
た
区
域

域
基

点
１

岡
山
県
笠
岡
市
神
島
字
見
崎
山
1
4
4
番
１
の
国
土
地
理
院
三
等

（
延
長
1
,
2
1
3
.
0

三
角
点
「
神
ノ
崎
」
（
北
緯
3
4
°
2
6
′
5
2
″
4
1
9
8
，
東
経
1
3
3
°

ｍ
方
位

真
2
8
′
4
7
″
9
3
4
8
）
か
ら
1
1
°
5
0
′
5
5
″
の
方
向
へ
距
離
2
,
0
4
3
.
6

北
）

ｍ
の
地
点

基
点
２

基
点
１
か
ら

3
3
9
°
0
3
′
5
1
″
の
方
向
へ
距
離

4
2
.
9
ｍ
の

地
点

基
点
３

基
点
２
か
ら

2
3
7
°
3
3
′
1
4
″
の
方
向
へ
距
離

1
2
7
.
3
ｍ
の

地
点

基
点
４

基
点
３
か
ら

1
4
8
°
2
0
′
3
9
″
の
方
向
へ
距
離

8
4
.
8
ｍ
の

地
点

基
点
５

基
点
４
か
ら

2
3
7
°
3
2
′
4
4
″
の
方
向
へ
距
離

3
3
7
.
4
ｍ
の

地
点

基
点
６

基
点
５
か
ら

3
2
8
°
0
9
′
2
6
″
の
方
向
へ
距
離

8
4
.
3
ｍ
の

地
点

基
点
７

基
点
６
か
ら

2
3
7
°
3
9
′
2
2
″
の
方
向
へ
距
離

5
4
2
.
5
ｍ
の

地
点
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補
助
点
１

基
点
７
か
ら

1
4
7
°
3
9
′
0
7
″
の
方
向
へ
距
離

6
8
.
9
ｍ
の

地
点

補
助
点
２

基
点
７
か
ら

6
5
°
1
2
′
1
2
″
の
方
向
へ
距
離

5
2
3
.
1
ｍ
の

地
点

補
助
点
３

基
点
７
か
ら

7
2
°
4
7
′
4
8
″
の
方
向
へ
距
離

5
3
7
.
6
ｍ
の

地
点

補
助
点
４

基
点
３
か
ら

1
2
5
°
3
3
′
0
4
″
の
方
向
へ
距
離

1
5
2
.
3
ｍ
の

地
点

補
助
点
５

基
点
３
か
ら

1
0
4
°
5
0
′
0
4
″
の
方
向
へ
距
離

6
8
.
0
ｍ
の

地
点
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◎
岡
山
県
告
示
第
五
十
七
号

港
湾
法

昭
和
二
十
五
年
法
律
第
二
百
十
八
号

第
三
十
七
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
港
湾
隣
接
地

（
）

（
）

域
を
次
の
と
お
り
指
定
し

平
成
二
十
三
年
岡
山
県
告
示
第
三
百
六
十
七
号

港
湾
隣
接
地
域
の
指
定

、

は

廃
止
す
る

、

。

平
成
二
十
九
年
一
月
三
十
一
日

笠
岡
港
港
湾
管
理
者

岡

山

県

代
表
者

岡
山
県
知
事

伊

原

木

隆

太

笠
岡
港
港
町
地
区

（
延
長

1
,
2
1
3
.
0
ｍ

方
位

真
北
）

次
の
各
線
と
水
際
線
と
に
よ
っ
て
囲
ま
れ
た
区
域

１
線

岡
山
県
笠
岡
市
神
島
字
見
崎
山
1
4
4
番
１
の
国
土
地
理
院
三
等
三
角
点
「
神
ノ
崎
」
（
北
緯

3
4
°
2
6
′
5
2
″
4
1
9
8
，
東
経
1
3
3
°
2
8
′
4
7
″
9
3
4
8
）
か
ら
1
1
°
5
6
′
1
6
″
の
方
向
に
距
離

2
,
0
4
7
.
5
ｍ
の
地
点
よ
り
2
3
1
°
2
0
′
0
2
″
の
方
向
に
水
際
線
ま
で
引
い
た
線

２
線

１
線
の
起
点
か
ら

3
3
9
°
1
4
′
5
7
″

4
2
.
4
ｍ
の
地
点
ま
で
引
い
た
線

３
線

２
線
の
終
点
か
ら

2
3
7
°
3
3
′
1
4
″

1
3
2
.
3
ｍ

〃

４
線

３
線

〃
1
4
8
°
2
0
′
3
9
″

8
4
.
8
ｍ

〃

５
線

４
線

〃
2
3
7
°
3
2
′
4
4
″

3
3
7
.
4
ｍ

〃

６
線

５
線

〃
3
2
8
°
0
9
′
2
6
″

8
4
.
3
ｍ

〃

７
線

６
線

〃
2
3
7
°
3
9
′
2
2
″

5
4
2
.
5
ｍ

〃

８
線

７
線

〃
1
4
7
°
3
9
′
0
7
″

の
方
向
に
水
際
線
ま
で
引
い
た
線
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◎
岡
山
県
告
示
第
五
十
八
号

平
成
二
十
九
年
度
に
お
い
て
県
が
発
注
す
る
物
品
の
売
買
、
修
理
等
の
調
達
契
約
で
あ
っ
て
地
方
公

共
団
体
の
物
品
等
又
は
特
定
役
務
の
調
達
手
続
の
特
例
を
定
め
る
政
令
（
平
成
七
年
政
令
第
三
百
七
十

）

（

「

」

二
号

の
規
定
が
適
用
さ
れ
る
も
の
に
係
る
一
般
競
争
入
札
又
は
指
名
競
争
入
札

以
下

競
争
入
札

と
い
う

）
に
参
加
す
る
者
に
必
要
な
資
格
、
資
格
審
査
の
申
請
手
続
等
を
次
の
と
お
り
定
め
た
。

。

な
お
、
物
品
の
売
買
、
修
理
等
の
契
約
に
係
る
一
般
競
争
入
札
（
条
件
付
）
参
加
資
格
者
の
資
格
審

査
要
領
（
平
成
十
九
年
岡
山
県
告
示
第
三
百
六
号
。
以
下
「
入
札
参
加
資
格
審
査
要
領
」
と
い
う

）
。

に
基
づ
く
入
札
参
加
資
格
を
有
し
て
い
る
者
は
、
こ
の
告
示
に
よ
る
競
争
入
札
に
参
加
す
る
者
に
必
要

な
資
格
を
有
し
て
い
る
も
の
と
み
な
す
。

平
成
二
十
九
年
一
月
三
十
一
日

岡
山
県
知
事

伊

原

木

隆

太

一

調
達
す
る
物
品
等
又
は
特
定
役
務
の
種
類

文
具
・
事
務
用
機
器
、
木
工
・
家
具
類
、
薬
品
類
、
印
刷
類
、
燃
料
・
油
脂
類
、
機
械
器
具
類
、

工
事
用
材
料
、
車
両
・
船
舶
類
、
百
貨
、
装
飾
品
、
書
籍
、
運
動
・
楽
器
、
金
物
・
荒
物
・
雑
貨
、

繊
維
、
皮
革
・
合
成
樹
脂
、
食
料
品
、
種
苗
・
花
木
、
動
物
、
記
念
品
・
標
識
、
レ
ン
タ
ル
・
リ
ー

ス
類
、
飼
料
、
肥
料
、
火
薬
、
銃
、
模
型
、
茶
道
具
、
一
般
高
圧
ガ
ス
、
ミ
ニ
ハ
ウ
ス
、
電
気
及
び

払
下
品
類

二

資
格
審
査

１

資
格
審
査
の
事
項

イ

申
請
時
の
直
前
事
業
年
度
の
決
算

以
下

直
前
決
算

と
い
う

に
お
け
る
売
上
高

消

（

「

」

。
）

（

費
税
額
及
び
地
方
消
費
税
の
額
を
除
く

）
。

ロ

直
前
決
算
に
お
け
る
自
己
資
本
額

ハ

直
前
決
算
に
お
け
る
機
械
設
備
等
の
価
額

ニ

直
前
決
算
に
お
け
る
流
動
比
率

ホ

申
請
時
に
お
け
る
従
業
員
数

ヘ

申
請
時
ま
で
の
営
業
年
数

ト

男
女
共
同
参
画
の
推
進
状
況

チ

障
害
者
雇
用
の
状
況

リ

環
境
基
準
等
の
達
成
状
況

２

競
争
入
札
に
参
加
す
る
者
に
必
要
な
資
格
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次
の
表
の
上
欄
に
掲
げ
る
契
約
の
予
定
金
額
の
契
約
に
係
る
競
争
入
札
に
参
加
す
る
こ
と
が
で

き
る
者
は
、
１
に
掲
げ
る
事
項
に
つ
い
て
の
審
査
に
基
づ
き
、
別
に
定
め
る
そ
れ
ぞ
れ
の
点
数
を

合
計
し
て
得
ら
れ
た
同
表
の
中
欄
に
掲
げ
る
総
合
点
数
に
応
じ
て
同
表
の
下
欄
に
掲
げ
る
格
付
区

分
を
付
さ
れ
た
者
と
す
る
。
た
だ
し
、
知
事
又
は
そ
の
委
任
を
受
け
て
契
約
の
締
結
に
つ
い
て
権

限
を
有
す
る
者
は
、
特
に
必
要
と
認
め
る
と
き
は
、
他
の
格
付
区
分
を
付
さ
れ
た
者
を
競
争
入
札

に
参
加
さ
せ
る
こ
と
が
で
き
る
。

契

約

の

予

定

金

額

総

合

点

数

格
付
区
分

二
百
五
十
万
円
以
上

七
十
点
以
上

Ａ

五
百
万
円
未
満

五
十
点
以
上
七
十
点
未
満

Ｂ

二
百
五
十
万
円
未
満

五
十
点
未
満

Ｃ

３

資
格
審
査
の
結
果
の
通
知

１
及
び
２
に
よ
る
審
査
の
結
果
は
、
申
請
者
に
文
書
で
通
知
す
る
。

三

資
格
審
査
を
受
け
る
こ
と
が
で
き
な
い
者

次
に
掲
げ
る
者
は
、
資
格
審
査
を
受
け
る
こ
と
が
で
き
な
い
。
た
だ
し
、
１
に
掲
げ
る
者
で
知
事

が
特
別
の
理
由
が
あ
る
と
認
め
る
も
の
は
、
こ
の
限
り
で
な
い
。

１

地
方
自
治
法
施
行
令
（
昭
和
二
十
二
年
政
令
第
十
六
号
）
第
百
六
十
七
条
の
四
第
一
項
に
規
定

す
る
者

２

岡
山
県
税
、
市
町
村
税
（
岡
山
県
内
の
市
町
村
長
が
課
し
た
も
の
に
限
る

）
又
は
消
費
税
及

。

び
地
方
消
費
税
を
滞
納
し
て
い
る
者

３

営
業
に
関
し
許
可
、
認
可
等
を
必
要
と
す
る
場
合
に
お
い
て
、
こ
れ
を
得
て
い
な
い
者

４

岡
山
県
暴
力
団
排
除
条
例
（
平
成
二
十
二
年
岡
山
県
条
例
第
五
十
七
号
）
第
二
条
第
三
号
に
規

定
す
る
者

５

４
に
掲
げ
る
者
を
役
員
又
は
支
配
人
と
し
て
い
る
法
人
及
び
当
該
者
を
支
配
人
と
し
て
い
る
個

人
６

過
去
二
年
以
内
に
お
い
て
、
４
又
は
５
に
掲
げ
る
者
に
該
当
す
る
に
至
っ
た
こ
と
に
よ
り
、
入
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札
参
加
資
格
の
取
消
し
を
受
け
た
者

四

資
格
審
査
の
申
請
手
続

１

提
出
書
類
（
官
公
署
の
証
明
に
係
る
書
類
は
、
作
成
後
三
箇
月
以
内
の
も
の
に
限
る

）
。

イ

申
請
書

ロ

法
人
に
あ
っ
て
は
登
記
事
項
証
明
書
、
個
人
に
あ
っ
て
は
本
籍
地
の
市
町
村
長
が
発
行
す
る

身
分
証
明
書
、
法
務
局
長
が
発
行
す
る
登
記
さ
れ
て
い
な
い
こ
と
の
証
明
書
及
び
登
記
事
項
証

明
書
（
支
配
人
を
選
任
し
て
い
る
場
合
に
限
る

）
。

ハ

岡
山
県
県
民
局
長
が
発
行
し
た
県
税
（
延
滞
金
等
を
含
む

）
の
納
税
証
明
書
（
滞
納
が
な

。

い
こ
と
を
証
明
し
て
い
る
も
の
に
限
る
。
以
下
同
じ

（
県
に
納
税
の
義
務
が
あ
る
者
に
限

。
）

る

）
。

ニ

岡
山
県
内
の
市
町
村
長
が
発
行
し
た
市
町
村
税
（
延
滞
金
等
を
含
む
。
以
下
同
じ

）
の
納

。

税
証
明
書
（
岡
山
県
内
の
市
町
村
に
納
税
の
義
務
が
あ
る
者
に
限
る

。
た
だ
し
、
岡
山
県

。
）

内
の
営
業
所
の
長
等
に
県
と
の
契
約
の
締
結
等
に
つ
い
て
の
権
限
を
委
任
す
る
場
合
に
あ
っ
て

は
当
該
営
業
所
等
の
所
在
地
の
市
町
村
長
が
発
行
し
た
市
町
村
税
の
納
税
証
明
書
、
委
任
し
な

い
場
合
に
あ
っ
て
は
岡
山
県
内
の
本
店
又
は
主
た
る
営
業
所
等
の
所
在
地
の
市
町
村
長
が
発
行

し
た
市
町
村
税
の
納
税
証
明
書

ホ

税
務
署
長
が
発
行
し
た
消
費
税
及
び
地
方
消
費
税
に
係
る
未
納
税
額
が
な
い
こ
と
の
証
明
書

ヘ

直
前
決
算
を
明
ら
か
に
す
る
書
類
（
法
人
に
あ
っ
て
は
貸
借
対
照
表
及
び
損
益
計
算
書
、
個

人
に
あ
っ
て
は
損
益
計
算
書
及
び
資
産
負
債
調

（
営
業
年
数
が
一
年
未
満
で
あ
る
こ
と
等
に

）

よ
り
当
該
書
類
を
提
出
す
る
こ
と
が
で
き
な
い
場
合
は
、
直
前
三
箇
月
以
内
に
お
け
る
営
業
の

事
実
を
証
す
る
書
類
）

ト

印
鑑
登
録
証
明
書

チ

誓
約
書

リ

法
人
に
あ
っ
て
は
役
員
及
び
支
配
人
の
名
簿
、
個
人
に
あ
っ
て
は
支
配
人
の
名
簿
（
支
配
人

を
選
任
し
て
い
る
場
合
に
限
る

）
。

ヌ

営
業
に
関
し
許
可
、
認
可
等
を
必
要
と
す
る
場
合
に
は
、
当
該
許
可
、
認
可
等
を
得
て
い
る

こ
と
を
証
す
る
書
面

ル

契
約
の
締
結
等
に
つ
い
て
の
権
限
を
営
業
所
の
長
等
に
委
任
す
る
場
合
に
は
、
委
任
状

ヲ

そ
の
他
知
事
が
必
要
と
認
め
る
書
類

２

提
出
書
類
の
作
成
に
用
い
る
言
語
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申
請
書
、
直
前
決
算
を
明
ら
か
に
す
る
書
類
及
び
委
任
状
は
、
日
本
語
で
作
成
し
、
そ
の
他
の

、

、

。

提
出
書
類
で
外
国
語
で
記
載
さ
れ
た
も
の
は

日
本
語
の
訳
文
を
付
記
し

又
は
添
付
す
る
こ
と

ま
た
、
外
国
語
で
記
載
さ
れ
た
提
出
書
類
の
金
額
欄
に
つ
い
て
は
、
出
納
官
吏
事
務
規
程
（
昭
和

二
十
二
年
大
蔵
省
令
第
九
十
五
号
）
第
十
六
条
に
規
定
す
る
外
国
貨
幣
換
算
率
に
よ
り
日
本
国
通

貨
に
換
算
し
、
記
載
す
る
こ
と
。

３

提
出
期
間

平
成
二
十
九
年
二
月
一
日
か
ら
同
月
二
十
日
ま
で
（
岡
山
県
の
休
日
を
定
め
る
条
例
（
平
成
元

年
岡
山
県
条
例
第
二
号
）
第
一
条
第
一
項
に
規
定
す
る
休
日
（
以
下
「
県
の
休
日
」
と
い
う

）
。

を
除
く

）
と
す
る
。
な
お
、
そ
の
後
に
お
い
て
も
提
出
は
受
け
付
け
る
が
、
競
争
入
札
に
間
に

。

合
わ
な
い
こ
と
が
あ
る
。
そ
の
場
合
は
、
申
請
者
に
そ
の
旨
を
文
書
で
通
知
す
る
。

４

提
出
場
所

岡
山
市
北
区
内
山
下
二
丁
目
四
番
六
号

岡
山
県
出
納
局
用
度
課

５

提
出
方
法

イ

持
参
の
場
合

３
の
提
出
期
間
中
の
午
前
九
時
か
ら
正
午
ま
で
及
び
午
後
一
時
か
ら
午
後
四
時
ま
で
の
間
に

４
の
提
出
場
所
に
提
出
す
る
こ
と
。

ロ

郵
送
等
の
場
合

書
留
郵
便
又
は
信
書
便
に
よ
り
３
の
提
出
期
間
中
（
必
着
）
に
４
の
提
出
場
所
に
送
付
す
る

こ
と
。

五

申
請
書
の
交
付
期
間
等

１

交
付
期
間

こ
の
告
示
の
日
か
ら
随
時
（
県
の
休
日
を
除
く

）
。

２

交
付
場
所

岡
山
市
北
区
内
山
下
二
丁
目
四
番
六
号

岡
山
県
出
納
局
用
度
課

３

交
付
方
法

イ

直
接
交
付
を
受
け
る
場
合

１
の
交
付
期
間
中
の
午
前
九
時
か
ら
正
午
ま
で
及
び
午
後
一
時
か
ら
午
後
五
時
ま
で
の
間
、

２
の
交
付
場
所
に
お
い
て
交
付
す
る
。

ロ

郵
送
に
よ
り
交
付
を
受
け
る
場
合

１
の
交
付
期
間
中
に
２
の
交
付
場
所
宛
て
に
、
二
百
五
十
円
分
の
切
手
を
貼
っ
た
Ａ
４
サ
イ
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ズ
の
書
類
が
入
る
返
信
用
封
筒
を
同
封
し
て
申
し
込
ん
だ
場
合
は
、
郵
送
に
よ
り
交
付
す
る
。

六

資
格
の
有
効
期
間
及
び
当
該
期
間
の
更
新
手
続

１

有
効
期
間

平
成
二
十
九
年
四
月
一
日
か
ら
平
成
三
十
年
三
月
三
十
一
日
ま
で
と
す
る
。
た
だ
し
、
入
札
参

加
資
格
審
査
要
領
に
基
づ
く
入
札
参
加
資
格
を
有
し
て
い
る
者
で
競
争
入
札
に
参
加
す
る
者
に
必

要
な
資
格
を
有
し
て
い
る
と
み
な
さ
れ
た
も
の
に
つ
い
て
は
、
平
成
二
十
九
年
四
月
一
日
か
ら
入

札
参
加
資
格
審
査
要
領
に
基
づ
く
資
格
の
有
効
期
間
の
末
日
ま
で
と
す
る
。

２

有
効
期
間
の
更
新
手
続

有
効
期
間
の
更
新
手
続
に
つ
い
て
は
、
平
成
三
十
年
一
月
中
に
行
う
予
定
の
平
成
三
十
年
度
の

申
請
手
続
等
に
係
る
告
示
に
よ
る
こ
と
。

七

そ
の
他

１

競
争
入
札
の
公
示

県
公
報
に
よ
り
公
示
す
る
。

２

問
い
合
わ
せ
先

－

岡
山
市
北
区
内
山
下
二
丁
目
四
番
六
号

岡
山
県
出
納
局
用
度
課
管
理
班
（
電
話

〇
八
六

二
二
六

七
五
三
八
）

－
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◎
岡
山
県
告
示
第
五
十
九
号

平
成
二
十
九
年
度
に
お
い
て
県
が
発
注
す
る
役
務
の
提
供
の
調
達
契
約
で
あ
っ
て
地
方
公
共
団
体
の

物
品
等
又
は
特
定
役
務
の
調
達
手
続
の
特
例
を
定
め
る
政
令
（
平
成
七
年
政
令
第
三
百
七
十
二
号
）
の

（

「

」

。
）

規
定
が
適
用
さ
れ
る
も
の
に
係
る
一
般
競
争
入
札
又
は
指
名
競
争
入
札

以
下

競
争
入
札

と
い
う

に
参
加
す
る
者
に
必
要
な
資
格
、
資
格
審
査
の
申
請
手
続
等
を
次
の
と
お
り
定
め
た
。

な
お
、
岡
山
県
役
務
の
提
供
の
契
約
に
係
る
入
札
参
加
資
格
審
査
要
領
（
平
成
十
九
年
岡
山
県
告
示

第
三
百
三
十
二
号
。
以
下
「
入
札
参
加
資
格
審
査
要
領
」
と
い
う

）
に
基
づ
く
入
札
参
加
資
格
（
情

。

報
通
信
サ
ー
ビ
ス
に
係
る
も
の
を
除
く

）
を
有
し
て
い
る
者
は
、
こ
の
告
示
に
よ
る
競
争
入
札
に
参

。

加
す
る
者
に
必
要
な
資
格
を
有
し
て
い
る
も
の
と
み
な
す
。

平
成
二
十
九
年
一
月
三
十
一
日

岡
山
県
知
事

伊

原

木

隆

太

一

調
達
す
る
物
品
等
又
は
特
定
役
務
の
種
類

建
物
等
の
保
守
管
理
、
廃
棄
物
の
処
理
、
警
備
、
調
査
研
究
、
企
画
製
作
、
運
送
保
管
、
機
械
設

備
等
の
保
守
点
検
等
（
情
報
通
信
サ
ー
ビ
ス
に
係
る
も
の
を
除
く

）
。

二

資
格
審
査

１

資
格
審
査
の
事
項

イ

申
請
時
の
直
前
の
事
業
年
度
に
お
け
る
売
上
高

ロ

申
請
時
の
直
前
の
事
業
年
度
の
決
算
（
以
下
「
直
前
決
算
」
と
い
う

）
に
お
け
る
自
己
資

。

本
額

ハ

直
前
決
算
に
お
け
る
流
動
比
率

ニ

申
請
時
に
お
け
る
従
業
員
数

ホ

申
請
時
ま
で
の
営
業
年
数

へ

男
女
共
同
参
画
の
推
進
状
況

ト

障
害
者
雇
用
の
状
況

チ

環
境
基
準
等
の
達
成
状
況

２

競
争
入
札
に
参
加
す
る
者
に
必
要
な
資
格

次
の
表
の
上
欄
に
掲
げ
る
契
約
の
予
定
価
格
の
契
約
に
係
る
競
争
入
札
に
参
加
す
る
こ
と
が
で

き
る
者
は
、
１
に
掲
げ
る
事
項
に
つ
い
て
の
審
査
に
基
づ
き
、
別
に
定
め
る
そ
れ
ぞ
れ
の
点
数
を

合
計
し
て
得
ら
れ
た
同
表
の
中
欄
に
掲
げ
る
総
合
点
数
に
応
じ
て
同
表
の
下
欄
に
掲
げ
る
格
付
区

分
を
付
さ
れ
た
者
と
す
る
。
た
だ
し
、
知
事
又
は
そ
の
委
任
を
受
け
て
契
約
の
締
結
に
つ
い
て
権
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限
を
有
す
る
者
は
、
特
に
必
要
と
認
め
る
と
き
は
、
他
の
格
付
区
分
を
付
さ
れ
た
者
又
は
特
定
の

格
付
区
分
を
付
さ
れ
た
者
を
競
争
入
札
に
参
加
さ
せ
る
こ
と
が
で
き
る
。

契

約

の

予

定

価

格

総

合

点

数

格
付
区
分

制
限
な
し

六
十
点
以
上

Ａ
級

五
百
万
円
未
満

四
十
点
以
上
六
十
点
未
満

Ｂ
級

二
百
万
円
未
満

四
十
点
未
満

Ｃ
級

３

資
格
審
査
の
結
果
の
通
知

１
及
び
２
に
よ
る
審
査
の
結
果
は
、
申
請
者
に
文
書
で
通
知
す
る
。

三

資
格
審
査
を
受
け
る
こ
と
が
で
き
な
い
者

次
に
掲
げ
る
者
は
、
資
格
審
査
を
受
け
る
こ
と
が
で
き
な
い
。
た
だ
し
、
１
に
掲
げ
る
者
で
知
事

が
特
別
の
理
由
が
あ
る
と
認
め
る
も
の
は
、
こ
の
限
り
で
な
い
。

１

地
方
自
治
法
施
行
令
（
昭
和
二
十
二
年
政
令
第
十
六
号
）
第
百
六
十
七
条
の
四
第
一
項
に
規
定

す
る
者

２

岡
山
県
税
、
市
町
村
税
（
岡
山
県
内
の
市
町
村
長
が
課
し
た
も
の
に
限
る

）
又
は
消
費
税
及

。

び
地
方
消
費
税
を
滞
納
し
て
い
る
者

３

営
業
に
関
し
免
許
、
許
可
、
認
可
、
資
格
等
（
以
下
「
許
認
可
等
」
と
い
う

）
を
受
け
、
又

。

は
届
出
等
を
行
わ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
場
合
に
お
い
て
、
当
該
許
認
可
等
を
受
け
て
い
な
い
者
又

は
当
該
届
出
等
を
行
っ
て
い
な
い
者

４

業
務
の
種
類
に
応
じ
知
事
が
必
要
と
認
め
る
資
格
を
有
す
る
者
を
常
時
勤
務
す
る
者
と
し
て
有

し
て
い
な
い
者

５

岡
山
県
暴
力
団
排
除
条
例
（
平
成
二
十
二
年
岡
山
県
条
例
第
五
十
七
号
）
第
二
条
第
三
号
に
規

定
す
る
者

６

５
に
掲
げ
る
者
を
役
員
又
は
支
配
人
と
し
て
い
る
法
人
及
び
当
該
者
を
支
配
人
と
し
て
い
る
個

人
７

過
去
二
年
以
内
に
お
い
て
、
５
又
は
６
に
掲
げ
る
者
に
該
当
す
る
に
至
っ
た
こ
と
に
よ
り
、
入
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札
参
加
資
格
の
取
消
し
を
受
け
た
者

四

資
格
審
査
の
申
請
手
続

１

提
出
書
類
（
官
公
署
の
証
明
に
係
る
書
類
は
、
作
成
後
三
箇
月
以
内
の
も
の
に
限
る

）
。

イ

申
請
書

ロ

法
人
に
あ
っ
て
は
登
記
事
項
証
明
書
、
個
人
に
あ
っ
て
は
本
籍
地
の
市
町
村
長
が
発
行
す
る

身
分
証
明
書
、
法
務
局
長
が
発
行
す
る
登
記
さ
れ
て
い
な
い
こ
と
の
証
明
書
及
び
登
記
事
項
証

明
書
（
支
配
人
を
選
任
し
て
い
る
場
合
に
限
る

）
。

ハ

岡
山
県
県
民
局
長
が
発
行
し
た
県
税
（
延
滞
金
等
を
含
む

）
の
納
税
証
明
書
（
滞
納
が
な

。

い
こ
と
を
証
明
し
て
い
る
も
の
に
限
る
。
以
下
同
じ

（
県
に
納
税
の
義
務
が
あ
る
者
に
限

。
）

る

）
。

ニ

岡
山
県
内
の
市
町
村
長
が
発
行
し
た
市
町
村
税
（
延
滞
金
等
を
含
む
。
以
下
同
じ

）
の
納

。

税
証
明
書
（
岡
山
県
内
の
市
町
村
に
納
税
の
義
務
が
あ
る
者
に
限
る

。
た
だ
し
、
岡
山
県

。
）

内
の
営
業
所
の
長
等
に
県
と
の
契
約
の
締
結
等
に
つ
い
て
の
権
限
を
委
任
す
る
場
合
に
あ
っ
て

は
当
該
営
業
所
等
の
所
在
地
の
市
町
村
長
が
発
行
し
た
市
町
村
税
の
納
税
証
明
書
、
委
任
し
な

い
場
合
に
あ
っ
て
は
岡
山
県
内
の
本
店
又
は
主
た
る
営
業
所
等
の
所
在
地
の
市
町
村
長
が
発
行

し
た
市
町
村
税
の
納
税
証
明
書

ホ

税
務
署
長
が
発
行
し
た
消
費
税
及
び
地
方
消
費
税
に
係
る
未
納
税
額
が
な
い
こ
と
の
証
明
書

ヘ

直
前
決
算
を
明
ら
か
に
す
る
書
類
（
法
人
に
あ
っ
て
は
貸
借
対
照
表
及
び
損
益
計
算
書
、
個

営
業
年
数
が
一
年
未
満
で
あ
る
こ
と
等
に

人
に
あ
っ
て
は
損
益
計
算
書
及
び
資
産
負
債
調

（
）

よ
り
当
該
書
類
を
提
出
す
る
こ
と
が
で
き
な
い
場
合
は
、
直
前
の
三
箇
月
以
内
に
お
け
る
営

業
の
事
実
を
証
す
る
書
類
）

ト

印
鑑
登
録
証
明
書

チ

法
人
に
あ
っ
て
は
役
員
及
び
支
配
人
の
名
簿
、
個
人
に
あ
っ
て
は
支
配
人
の
名
簿
（
支
配
人

を
選
任
し
て
い
る
場
合
に
限
る

）
。

リ

営
業
に
関
し
許
認
可
等
を
受
け
、
又
は
届
出
等
を
行
わ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
場
合
に
は
、
当

該
許
認
可
等
を
受
け
て
い
る
こ
と
又
は
当
該
届
出
等
を
行
っ
て
い
る
こ
と
を
証
す
る
書
類

ヌ

契
約
の
締
結
等
に
つ
い
て
の
権
限
を
営
業
所
の
長
等
に
委
任
す
る
場
合
に
は
、
委
任
状

ル

そ
の
他
知
事
が
必
要
と
認
め
る
書
類

２

提
出
書
類
の
作
成
に
用
い
る
言
語
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申
請
書
、
直
前
決
算
を
明
ら
か
に
す
る
書
類
及
び
委
任
状
は
、
日
本
語
で
作
成
し
、
そ
の
他
の

、

、

。

提
出
書
類
で
外
国
語
で
記
載
さ
れ
た
も
の
は

日
本
語
の
訳
文
を
付
記
し

又
は
添
付
す
る
こ
と

ま
た
、
外
国
語
で
記
載
さ
れ
た
提
出
書
類
の
金
額
欄
に
つ
い
て
は
、
出
納
官
吏
事
務
規
程
（
昭
和

二
十
二
年
大
蔵
省
令
第
九
十
五
号
）
第
十
六
条
に
規
定
す
る
外
国
貨
幣
換
算
率
に
よ
り
日
本
国
通

貨
に
換
算
し
、
記
載
す
る
こ
と
。

３

提
出
期
間

平
成
二
十
九
年
二
月
一
日
か
ら
同
月
二
十
日
ま
で
（
岡
山
県
の
休
日
を
定
め
る
条
例
（
平
成
元

年
岡
山
県
条
例
第
二
号
）
第
一
条
第
一
項
に
規
定
す
る
休
日
（
以
下
「
県
の
休
日
」
と
い
う

）
。

を
除
く

）
と
す
る
。
な
お
、
そ
の
後
に
お
い
て
も
提
出
は
受
け
付
け
る
が
、
競
争
入
札
に
間
に

。

合
わ
な
い
こ
と
が
あ
る
。
そ
の
場
合
は
、
申
請
者
に
そ
の
旨
を
文
書
で
通
知
す
る
。

４

提
出
場
所

岡
山
市
北
区
内
山
下
二
丁
目
四
番
六
号

岡
山
県
総
務
部
財
産
活
用
課
又
は
出
納
局
用
度
課

５

提
出
方
法

イ

持
参
の
場
合

３
の
提
出
期
間
中
の
午
前
九
時
か
ら
正
午
ま
で
及
び
午
後
一
時
か
ら
午
後
四
時
ま
で
の
間
に

４
の
提
出
場
所
に
提
出
す
る
こ
と
。

ロ

郵
送
等
の
場
合

書
留
郵
便
又
は
信
書
便
に
よ
り
３
の
提
出
期
間
中
（
必
着
）
に
４
の
提
出
場
所
に
送
付
す
る

こ
と
。

五

申
請
書
の
交
付
期
間
等

１

交
付
期
間

こ
の
告
示
の
日
か
ら
随
時
（
県
の
休
日
を
除
く

）
。

２

交
付
場
所

岡
山
市
北
区
内
山
下
二
丁
目
四
番
六
号

岡
山
県
総
務
部
財
産
活
用
課
又
は
出
納
局
用
度
課

３

交
付
方
法

イ

直
接
交
付
を
受
け
る
場
合

１
の
交
付
期
間
中
の
午
前
九
時
か
ら
正
午
ま
で
及
び
午
後
一
時
か
ら
午
後
五
時
ま
で
の
間
、

２
の
交
付
場
所
に
お
い
て
交
付
す
る
。

ロ

郵
送
に
よ
り
交
付
を
受
け
る
場
合

１
の
交
付
期
間
中
に
２
の
交
付
場
所
宛
て
に
二
百
五
十
円
分
の
切
手
を
貼
っ
た
Ａ
４
サ
イ
ズ
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の
書
類
が
入
る
返
信
用
封
筒
を
同
封
し
て
申
し
込
ん
だ
場
合
は
、
郵
送
に
よ
り
交
付
す
る
。

六

資
格
の
有
効
期
間
及
び
当
該
期
間
の
更
新
手
続

１

有
効
期
間

平
成
二
十
九
年
四
月
一
日
か
ら
平
成
三
十
年
三
月
三
十
一
日
ま
で
と
す
る
。
た
だ
し
、
入
札
参

加
資
格
審
査
要
領
に
基
づ
く
入
札
参
加
資
格
を
有
し
て
い
る
者
で
競
争
入
札
に
参
加
す
る
者
に
必

要
な
資
格
を
有
し
て
い
る
と
み
な
さ
れ
た
も
の
に
つ
い
て
は
、
平
成
二
十
九
年
四
月
一
日
か
ら
入

札
参
加
資
格
審
査
要
領
に
基
づ
く
資
格
の
有
効
期
間
の
末
日
ま
で
と
す
る
。

２

有
効
期
間
の
更
新
手
続

有
効
期
間
の
更
新
手
続
に
つ
い
て
は
、
平
成
三
十
年
一
月
中
に
行
う
予
定
の
平
成
三
十
年
度
の

申
請
手
続
等
に
係
る
告
示
に
よ
る
こ
と
。

七

そ
の
他

１

競
争
入
札
の
公
示

県
公
報
に
よ
り
公
示
す
る
。

２

問
い
合
わ
せ
先

－

岡
山
市
北
区
内
山
下
二
丁
目
四
番
六
号

岡
山
県
出
納
局
用
度
課
管
理
班
（
電
話

○
八
六

二
二
六

七
五
三
八
）

－
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〔

〕

（

）

、

二
一

土
地
改
良
法

昭
和
二
十
四
年
法
律
第
百
九
十
五
号

第
八
十
七
条
第
五
項
の
規
定
に
よ
り

県
営
土
地
改
良
事
業
計
画
を
定
め
た
の
で
、
関
係
書
類
を
次
の
と
お
り
縦
覧
に
供
す
る
。

こ
の
公
告
に
係
る
決
定
に
対
し
て
不
服
が
あ
る
者
は
、
縦
覧
の
期
間
満
了
の
日
の
翌
日
か
ら
起
算
し

て
十
五
日
以
内
に
知
事
に
対
し
て
審
査
請
求
を
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

平
成
二
十
九
年
一
月
三
十
一
日

岡
山
県
知
事

伊

原

木

隆

太

一

事
業
及
び
地
区
名

県
営
土
地
改
良
事
業

）

（
た
め
池
等
整
備

大
輪
池
地
区

二

縦
覧
に
供
す
る
書
類

県
営
土
地
改
良
事
業

）
計
画
書

（
た
め
池
等
整
備

大
輪
池
地
区

三

縦
覧
の
期
間

平
成
二
十
九
年
一
月
三
十
一
日
か
ら
同
年
二
月
二
十
一
日
ま
で

四

縦
覧
の
場
所

倉
敷
市
役
所
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〔
二
二
〕
土
地
改
良
法
（
昭
和
二
十
四
年
法
律
第
百
九
十
五
号
）
第
九
十
六
条
の
四
第
一
項
に
お
い
て

準
用
す
る
同
法
第
五
十
四
条
第
三
項
の
規
定
に
よ
り
、
次
の
と
お
り
換
地
処
分
を
し
た
旨
の
届
出
が
あ

っ
た
。平

成
二
十
九
年
一
月
三
十
一
日

岡
山
県
知
事

伊

原

木

隆

太

一

届
出
者

赤
磐
市
長

二

地
区
名

草
生
地
区

三

換
地
処
分
年
月
日

平
成
二
十
九
年
一
月
十
八
日
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